
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二期奈良市子どもの豊かな未来応援プラン 

（奈良市子どもの貧困対策計画）（案） 
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１ 計画策定の趣旨 

本市では、「すべての子どもが今を幸せに生きることができ、将来に夢と希望を持って

成長していけるような、子どもにやさしいまち」の実現に向けて、第一期計画における取

組を継承しつつ「第二期奈良市子どもの豊かな未来応援プラン（奈良市子どもの貧困対策

計画）」を策定するものです。 

 

２ 計画の位置づけ  

本計画は、子どもの貧困対策の推進に関する法律第４条に基づくものであるとともに、

「奈良市第５次総合計画」及び「第二期奈良市子ども・子育て支援事業計画」を上位計画

としています。また、計画の推進にあたっては、関連する本市の各分野の計画との連携・

整合性を十分に考慮しつつ、柔軟に施策を展開します。 
 

３ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間とします。また、法律・

大綱の改正や社会情勢等の変化を踏まえ、必要に応じて見直しを図ることとします。  
 

４ 基本理念 

本計画では、奈良市子どもにやさしいまちづくり条例（平成 26年 12月 25日条例第 51号）

に基づく基本理念である「すべての子どもが今を幸せに生きることができ、将来に夢と希望

を持って成長することができるような、子どもにやさしいまち」を受け、子どもの将来がそ

の生まれ育った環境によって左右され、経済的困難な状況が世代を超えて連鎖することがな

いよう、教育の機会均等や必要な環境整備等を図り、すべての子どもがその将来に夢や希望

を持って成長していける社会の実現をめざします。 

また、「子どもの貧困」については、経済的貧困のみではなく、社会的・文化的な環境が十

分ではない状況におかれていることが多く、複雑な課題を子どもも保護者も抱えています。 

そのため、子どもの貧困対策推進施策として、「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」

の基本理念を踏襲し、本計画では「関係機関と連携した支援の整備」と「施策の継続的な取

り組み」「ひとり親家庭への支援」の３つの観点から、施策を実施します。 

【基本理念】 

 

すべての子どもが今を幸せに生きることができ、 

将来に夢と希望を持って成長することができるような、 

子どもにやさしいまち  
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各種制度による負担の軽減 

関係機関と連携した 
支援の整備 

施策の継続的な 
取り組み 

ひとり親家庭への 
支援 

 

５ 施策体系の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

すべての子どもが今を幸せに生きることができ、 
将来に夢と希望を持って成長することができるような、 

子どもにやさしいまち 

相談体制の強化 

［ 基本理念 ］ 

関係機関との連携 

つながり 

経済的支援の充実 

子どもの居場所確保 

生活支援の充実 

教育支援の充実 

奈良市子どもセンター 

奈良市子育て世代 
包括支援センター 

個別相談の充実 

地域の多様な主体による支援 

フードバンク事業による協働
体制の強化 

子育てに係る経済的負担の軽減 

就労機会確保のための支援 

居場所の整備 

地域における資源の開発 

くらしに必要な子育て、保育
の環境整備 

子どもと保護者の心身の健康
増進 

学力の向上に向けた取り組み 

個々の状況に応じた教育の充実 
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６ 個別施策一覧 

 

①  経済的支援の充実 

〇 各種手当や医療費助成、就学援助等の各種支援を活用し、子育てに係る経済的負担の

軽減を図ります。 

〇 就労収入により生活の安定を図るため、就労相談や資格取得等の就労支援の充実を図

り、就労機会確保のための支援を行います。 

【主な施策】 

事業名 事業内容 担当課 

児童手当 
０歳から中学校修了（15歳になった後の最初の３月 31日）

前の子どもを養育している方に手当を支給します。 
子ども育成課 

子ども医療費助成 

健康保険に加入している０歳から 15 歳になった後の最初

の３月 31 日までの子どもを対象に医療費の一部を助成しま

す。 

子ども育成課 

幼児教育・保育無償化 
０～２歳児の住民税非課税世帯等と３～５歳児の子育て

世帯に対し、保育料等を一定額まで無償とします。 
保育所・幼稚園課 

就学援助 

経済的理由によって就学困難と認められる小・中学生の保

護者に対し、学校教育法第 19 条に基づき学用品費・給食費

等必要な援助を行い、全ての学齢児童生徒が安心して義務教

育を受けられる環境を整えます。 

教育総務課 

生活困窮者支援 

生活困窮者等自立支援事業、生活保護受給者等就労自立促

進事業の推進を図ります。 

また、自立相談支援事業の周知を図り、関係各所との連携

を密にして、支援対象者の状況に応じた就労支援を実施する

ことにより、生活困窮者及び生活保護受給者の生活の安定、

就労による自立を促進します。 

福祉政策課 
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②  子どもの居場所確保 

〇 子どもの健やかな成長のために、子どもの居場所の確保を図ります。 

〇 地域子育て支援拠点等の公の施設だけでなく、居場所の整備、地域における資源の開

発などを行います。 

【主な施策】 

事業名 事業内容 担当課 

放課後児童健全育成事業 

保護者等が昼間家庭にいない児童の健全な育成を目的

に、授業の終了した放課後及び春・夏・冬休みや土曜日等

の学校休業日に家庭に代わる生活の場として、適切な遊び

や生活の支援を行います。 

地域教育課 

放課後子ども教室推進事業 

放課後等に小学校の余裕教室等を活用し、各小学校運営

委員会が中心となって、子どもたちと共に学習やスポー

ツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動等の取組を実施

します。 

地域教育課 

児童館 

子どもに遊びを与えて健康を増進し、情操を豊かにする

ことを目的として運営するとともに、地域の子育て支援拠

点として、子育て親子を対象とした交流・相談・情報提供、

その他の援助を行う子育て広場を実施し、地域における子

育て支援の充実を目指します。 

子ども育成課 

地域子育て支援拠点事業 

子育て親子が気軽に、かつ自由に交流できる場の提供、

育児相談等を実施し、全ての子育て家庭を地域で支える取

組を行います。 

子ども育成課 

公民館 

子育て支援関連の主催事業を実施し、育児・子育て中の

親子の交流の場や保護者同士の交流・情報交換の場を提供

します。また、子育て支援の情報を広く発信します。 

地域教育課 
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③  生活支援の充実 

〇 子育て世帯のくらしに必要な子育て、保育の環境を整備します。 

〇 子どもと保護者の心身の健康増進に努めるとともに、子育て世帯の様々な悩みに寄り

添った相談支援体制の充実を図ります。 

【主な施策】 

事業名 事業内容 担当課 

保育事業 

保護者の就労または疾病などにより、家庭で保育でき

ない就学前の子どもを特定教育・保育施設等にて預か

り、保護者に代わって保育を行います。 

保育総務課 

保育所・幼稚園課 

一時預かり 

家庭での保育が一時的に困難となる場合や、育児に伴

う身体的・心理的負担の軽減のため、児童を保育所等で

預かります。 

保育所・幼稚園課 

子育て短期支援事業 
児童の養育が一時的に困難となった場合に、児童福祉

施設等で児童を預かります。 
子育て相談課 

ファミリーサポートセン

ター事業 

育児の「援助を受けたい人」と「援助を行いたい人」

が、依頼・援助・両方のいずれかの会員として登録し、

地域の中で子育ての相互援助活動を行います。 

子ども育成課 

 

④  教育支援の充実 

〇 子どもたちが家庭環境等に左右されることなく、自分の能力・可能性を伸ばし夢に挑

戦できるよう学力の向上に向けた取組を進めます。 

〇 学校や地域と連携し、多様な状況にある子どもたちに対し、個々の状況に応じた教育

の充実、生きる力をはぐくむための機会の提供を進めていきます。 

【主な施策】 

事業名 事業内容 担当課 

学校サポート事業 
教員志望の大学生が学校の教育活動へのサポートにあた

ります。 
学校教育課 

学習支援事業 

社会的・経済的困難を抱える世帯の子どもが安心できる

居場所を設置し、自立に向けた生活習慣や基礎的学力・学

習習慣を身に付けるための学習支援を実施します。 

子ども育成課 

地域で決める学校予算事業 

各中学校区地域教育協議会が学校園と連携・協働しなが

ら子どもを育てる体制をつくり、子どもたちの教育活動の

充実と地域教育力の再生、地域コミュニティーの活性化を

図ります。 

地域教育課 
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【特に配慮を要する子どもへの支援】 

事業名 事業内容 担当課 

特別支援教育に関する支

援の充実 

特別支援教育就学奨励費等を通じて、障害のある児童生

徒等への支援の充実を図ります。 
教育総務課 

外国人の児童生徒への支援 
「帰国・外国人児童生徒及び外国にルーツをもつ児童生

徒」に対する日本語指導の取組を進めています。 
学校教育課 

 

 

７ ひとり親家庭への施策の展開 

ひとり親世帯の相対的貧困層の割合は 56.1％と依然として高いことが今回のアンケー

トより明らかになったことから、ひとり親世帯に対する支援の充実を図ります。 

【主な施策】 

事業名 事業内容 担当課 

児童扶養手当 

児童の健全育成を目的とし、父または母と生計を同じく

していない児童や父または母が重度の障害の状態にある

児童を養育している母または父（または、母または父にか

わってその児童を養育している者）に手当を支給します。 

子ども育成課 

ひとり親家庭等医療費助成 

ひとり親家庭の疾病の早期発見と治療を促進し、経済的

な負担を支援することを目的として、健康保険に加入して

いるひとり親家庭などの 18 歳未満の児童とその父または

母などを対象に医療費の一部を助成します。 

子ども育成課 

母子家庭等自立支援教育

訓練給付金 

母子家庭の母又は父子家庭の父が、就職するために有利

な教育訓練講座を受講する場合、受講料の一部を給付しま

す。 

子ども育成課 

母子家庭等高等職業訓練

促進給付金 

母子家庭の母又は父子家庭の父が、対象資格の取得を目

指して養成機関で修業する場合に、受講期間の一定期間に

ついて訓練促進給付金等を給付します。 

子ども育成課 

母子家庭等就業・ 

自立支援センター 

奈良県と共同で母子家庭等就業・自立支援センターを運

営し、母子家庭の母等の就業による自立を支援します。 
子ども育成課 

養育費等支援事業 

養育費等相談を実施し、離婚や別居に伴う子どものため

の養育費等について専門相談員が相談に応じます。また、

弁護士による法律相談を実施し、養育費等相談とあわせて

ひとり親家庭等の養育費確保を支援します。 

子ども育成課 

ひとり親家庭等日常生活

支援事業 

ひとり親家庭等が技能習得のための通学や修得活動等

自立促進に必要な事由または疾病などの理由により、一時

的な生活援助、保育サービスを必要とする場合に、家庭生

活支援員が食事や身の回りの世話を行います。 

子ども育成課 
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８ 総合相談 

子育てについて困りごとがあり、どこに相談したらよいか悩んでいる方 

                 

 

      奈良市子ども家庭総合支援拠点（子どもセンター内） 

      ・子育て家庭に関わる相談について総合的に受付 

      ・必要とする支援を見つけ、関係機関との連携を図る 
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